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たつの市福祉医療費助成条例 

平成１７年１０月１日条例第７４号 

（目的） 

第１条 この条例は、社会福祉の理念に基づき、高齢期移行者、重度障害者（重度障害児

を含む。以下同じ。）、乳幼児等、こども、母子家庭の母子、父子家庭の父子、遺児及

び高齢重度障害者の医療費の一部を助成し、もってこれらの者の福祉の増進を図ること

を目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(１) 高齢期移行者 ６５歳の誕生日の属する月の初日から７０歳に達する日の属す

る月の末日を経過していない者（高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律

第８０号。以下「法」という。）第５０条に規定する者を除く。）をいう。 

(２) 重度障害者 次のいずれかに該当する者（法第５０条に規定する者を除く。）を

いう。 

ア 身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号に定める

障害の程度が１級又は２級に該当する者及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４

号）第１２条に規定する児童相談所、知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）

第１２条に規定する知的障害者更生相談所、精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律（昭和２５年法律第１２３号）第６条に規定する精神保健福祉センターの長又

は医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５に規定する病院若しくは診療所

において、主として精神科若しくは神経科を担当する医師により、重度知的障害者

（児）と判定された者 

イ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政令第１５５号）

第６条に定める障害程度が１級に該当し、精神保健及び精神障害者福祉に関する法

律第４５条に定める精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者（以下「重度精

神障害者」という。） 

(３) 乳幼児等 ９歳に達する日以後の最初の３月３１日を経過していない者をいう。 

(４) 乳児 １歳の誕生日の属する月の末日を経過していない者をいう。 

(５) 幼児等 １歳の誕生日の属する月の翌月の初日から９歳に達する日以後の最初

の３月３１日までの間にある者をいう。 

(６) こども ９歳に達する日の翌日以後の最初の４月１日から１５歳に達する日以

後の最初の３月３１日までの間にある者をいう。 

(７) 乳児保護者 親権を行う者、未成年後見人その他の者で、乳児を現に監護するも

のをいう。 

(８) 幼児等保護者 親権を行う者、未成年後見人その他の者で、幼児等を現に監護す

るものをいう。 

(９) こども保護者 親権を行う者、未成年後見人その他の者で、こどもを現に監護す

るものをいう。 

(１０) 児童 １８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者又は２０

歳に達する日の属する月の末日までの間にあって規則で定める者をいう。 

(１１) 母子家庭の母子 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９
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号）第６条第１項に定める配偶者のない女子で、児童を現に監護する者（以下「母子

家庭の母等」という。）及び児童をいう。 

(１２) 父子家庭の父子 規則で定める男子で、児童を現に監護する者（以下「父子家

庭の父等」という。）及び児童をいう。 

(１３) 遺児 規則で定める児童をいう。 

(１４) 養育者 遺児の属する世帯の生計を主として維持する者をいう。 

(１５) 高齢重度障害者 法第５０条に規定する者で、次のいずれかに該当するものを

いう。 

ア 身体障害者福祉法施行規則別表第５号に定める障害の程度が１級又は２級に該

当する者及び児童福祉法第１２条に規定する児童相談所、知的障害者福祉法第１２

条に規定する知的障害者更生相談所、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第

６条に規定する精神保健福祉センターの長又は医療法第１条の５に規定する病院

若しくは診療所において、主として精神科若しくは神経科を担当する医師により、

重度知的障害者（児）と判定された者 

イ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第６条に定める障害程度が１

級に該当し、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条に定める精神障害

者保健福祉手帳の交付を受けている者（以下「高齢重度精神障害者」という。） 

(１６) 医療保険各法の給付 法第７条第１項に規定する医療保険各法（以下「医療保

険各法」という。）の規定による療養の給付又は保険外併用療養費、療養費若しくは

訪問看護療養費の支給（家族療養費、家族訪問看護療養費及び特別療養費に係る当該

支給を含む。）をいう。 

(１７) 後期高齢者医療の給付 法の規定による療養の給付又は保険外併用療養費若

しくは療養費の支給（特別療養費に係る当該支給を含む。）をいう。 

(１８) 被保険者等負担額 医療保険各法の給付が行われた場合において、当該医療に

つき医療保険各法の医療に要する費用の額の算定に関する基準により算定した額（以

下「医療に要する費用の額」という。）から医療保険各法の規定により医療の給付を

行うもの（以下「保険者」という。）が負担すべき額（保険者の規約、定款、運営規

則等により医療保険各法に規定する保険給付と併せて当該保険給付に準ずる給付を

受けることができる場合における当該給付を含む。）を控除した額（医療保険各法以

外の法令、条例、規則、規程等の規定により国、地方公共団体（保険者たる地方公共

団体を除く。）又は独立行政法人の負担において医療に関する給付が行われないとき

に限る。）をいう。 

(１９) 後期高齢者医療の一部負担金 後期高齢者医療の給付が行われた場合におい

て、当該療養に要する費用の額から法の規定により後期高齢者医療広域連合（以下「広

域連合」という。）が負担すべき額（広域連合の条例、規則等により法に規定する後

期高齢者医療給付と併せて当該療養の給付に準ずる給付を受けることができる場合

における当該支給又は給付を含む。）を控除した額（法以外の法令、条例、規則、規

程等の規定により国、地方公共団体又は独立行政法人の負担において療養に関する給

付が行われないときに限る。）をいう。 

(２０) 保険医療機関等 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６３条第３項に規

定する保険医療機関及び保険薬局、これら以外の病院、診療所又は薬局その他のもの

をいう。 
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(２１) 所得を有しない者 その属する世帯の世帯主及び全ての世帯員が、療養のあっ

た月の属する年度（療養のあった月が４月から６月までの場合にあっては、前年度。

以下同じ。）分の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税（同

法第３２８条の規定によって課する所得割を除く。）が課されていない者（市町村の

条例で定めるところにより当該市町村民税を免除された者を含むものとする。以下

「市町村民税世帯非課税者」という。）であり、かつ、その属する世帯の世帯主及び

全ての世帯員が、療養のあった月の属する年度分の同法の規定による市町村民税に係

る同法第３１３条第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額に係る所得税法（昭

和４０年法律第３３号）第２条第１項第２２号に規定する各種所得の金額（同法第３

５条第２項第１号に規定する公的年金等の支給を受ける者については、同条第４項中

「次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める金額」とあるのは「８０万円」

として同項の規定を適用して算定した総所得金額とし、総所得金額に同法第２８条第

１項に規定する給与所得が含まれている場合においては、当該給与所得については、

同条第２項の規定によって計算した金額から１０万円を控除して得た金額（当該金額

が０を下回る場合には、０とする。）によるものとする。）並びに他の所得と区分し

て計算される所得の金額がない者をいう。 

(２２) 低所得者 市町村民税世帯非課税者であり、かつ、その属する世帯の世帯主及

び全ての世帯員が療養のあった月の属する年の前年（療養のあった月が１月から６月

までの場合にあっては、前々年とする。以下同じ。）中の公的年金等の収入金額（所

得税法第３５条第２項第１号に規定する公的年金等の収入金額をいう。以下同じ。）

及び療養のあった月の属する年の前年の合計所得金額（地方税法第２９２条第１項第

１３号に規定する合計所得金額（所得税法第２８条第１項に規定する給与所得を有す

る者については、当該給与所得は、同条第２項の規定により計算した金額（租税特別

措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条の３の３第２項の規定による控除が行わ

れている場合には、その控除前の金額）から１０万円を控除して得た額（当該額が０

を下回る場合には、０とする。）によるものとし、所得税法第３５条第２項に規定す

る公的年金等の支給を受ける者については、当該合計所得金額から同項第１号に掲げ

る金額を控除して得た額とする。）をいい、当該合計所得金額が０を下回る場合には、

０とする。以下同じ。）の合計額が８０万円以下である者をいう。 

（福祉医療費の支給） 

第３条 市長は、市の区域内に住所を有する高齢期移行者、重度障害者、乳幼児等、こど

も、母子家庭の母子、父子家庭の父子、遺児及び高齢重度障害者の疾病又は負傷につい

て、規則で定める手続に従い、当該高齢期移行者、重度障害者、母子家庭の母等、父子

家庭の父等、養育者（養育者がいない場合は当該遺児）、乳児保護者、幼児等保護者、

こども保護者又は高齢重度障害者に対し、次の各号により算定した額を福祉医療費とし

て支給する。 

(１) 高齢期移行者の福祉医療費は、次のとおりとする。 

ア 高齢期移行者の疾病又は負傷について医療保険各法の給付が行われた場合にお

いて、被保険者等負担額に相当する額から当該医療に要する費用の額の１００分の

２０に相当する額を一部負担金として控除した額とする。この場合において、当該

一部負担金の額が、外来に係る医療費の場合であって、その額が１２，０００円を

超えるときは１２，０００円（所得を有しない者である場合には、８，０００円を
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超えるときは８，０００円）とし、入院に係る医療費の場合であって、その額が３

５，４００円を超えるときは３５，４００円（所得を有しない者である場合には、

１５，０００円を超えるときは１５，０００円）とする。 

イ アの一部負担金が著しく高額であるときは、法第８４条の規定の例により高額療

養費に相当する額の支給を行う。 

(２) 乳幼児等及びこどもの福祉医療費は、それぞれの疾病又は負傷について医療保険

各法の給付が行われた場合において、被保険者等負担額に相当する額とする。 

(３) 重度障害者の福祉医療費は、疾病（重度精神障害者は、精神疾患による疾病を除

く。）又は負傷について医療保険各法の給付が行われた場合において、被保険者等負

担額に相当する額から次の額を一部負担金として控除した額とする。 

ア 入院以外の療養である場合においては、保険医療機関等ごとに１日につき６００

円（低所得者である場合には、４００円）。ただし、同一の月に同一の保険医療機

関等においては、２回を限度とする。 

イ 入院療養である場合においては、当該医療に要する費用の額の１００分の１０に

相当する額（保険医療機関等で連続して３か月を超えて入院した場合にあっては、

当該３か月を超える期間に係るものを除く。）。ただし、この額は、同一の月に同

一の保険医療機関等においては２，４００円（低所得者である場合には、１，６０

０円）を限度とする。 

(４) 母子家庭の母子、父子家庭の父子及び遺児の福祉医療費は、それぞれの疾病又は

負傷について医療保険各法の給付又は後期高齢者医療の給付が行われた場合におい

て、被保険者等負担額又は後期高齢者医療の一部負担金に相当する額から次の額を一

部負担金として控除した額とする。 

ア 入院以外の療養である場合においては、保険医療機関等ごとに１日につき８００

円（低所得者である場合には、４００円）。ただし、同一の月に同一の保険医療機

関等においては、２回を限度とする。 

イ 入院療養である場合においては、当該医療に要する費用の額の１００分の１０に

相当する額（保険医療機関等で連続して３か月を超えて入院した場合にあっては、

当該３か月を超える期間に係るものを除く。）。ただし、この額は、同一の月に同

一の保険医療機関等においては３，２００円（低所得者である場合には、１，６０

０円）を限度とする。 

(５) 高齢重度障害者の福祉医療費は、疾病（高齢重度精神障害者は、精神疾患による

疾病を除く。）又は負傷について後期高齢者医療の給付が行われた場合において、後

期高齢者医療の一部負担金に相当する額から次の額を一部負担金として控除した額

とする。 

ア 入院以外の療養である場合においては、保険医療機関等ごとに１日につき６００

円（低所得者である場合には、４００円）。ただし、同一の月に同一の保険医療機

関等においては、２回を限度とする。 

イ 入院療養である場合においては、当該医療に要する費用の額の１００分の１０に

相当する額（保険医療機関等で連続して３か月を超えて入院した場合にあっては、

当該３か月を超える期間に係るものを除く。）。ただし、この額は、同一の月に同

一の保険医療機関等においては２，４００円（低所得者である場合には、１，６０

０円）を限度とする。 
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２ 前項に定める一部負担金の額は、当該被保険者等負担額又は後期高齢者医療の一部負

担金を超えることができない。 

３ 第１項第３号から第５号までに規定する一部負担金の適用に当たっては、歯科診療及

び歯科診療以外の診療を併せて行う保険医療機関等は、それぞれ別個の保険医療機関等

とみなすものとする。 

４ 第１項に定める一部負担金について、特別の理由により支払うことが困難であると認

められるときは、当該一部負担金を免除することができるものとする。 

（支給制限） 

第４条 福祉医療費は、次に該当するときは、これを支給しない。ただし、特別の理由が

あると認められるときは、この限りでない。 

(１) 高齢期移行者については、次のいずれかに該当する場合 

ア 高齢期移行者が市町村民税世帯非課税者でないとき、又は高齢期移行者が市町村

民税世帯非課税者であって、かつ、療養のあった月の属する年の前年中の公的年金

等の収入金額及び療養のあった月の属する年の前年の合計所得金額の合計額が、８

０万円を超えるとき。 

イ 所得を有しない者を除く高齢期移行者が、要介護認定等に係る介護認定審査会に

よる審査及び判定の基準等に関する省令（平成１１年厚生省令第５８号）第１条第

２号から第５号までの認定を受けていないとき。 

(２) 重度障害者については、重度障害者及び配偶者（婚姻の届出をしていないが、事

実上婚姻と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）並びに重度障害者の民法（明治

２９年法律第８９号）第８７７条第１項に定める扶養義務者で主としてその重度障害

者の生計を維持する者について療養のあった月の属する年度分の地方税法の規定に

よる市町村民税の同法第２９２条第１項第２号に掲げる所得割（同法第３２８条の規

定によって課する所得割を除く。以下同じ。）の額（同法第３１４条の７、同法附則

第５条の４第６項、同法附則第５条の４の２第５項及び同法附則第７条の２第４項の

規定による控除をされるべき金額があるときは、当該金額を加算した額とする。以下

同じ。）が、２３５，０００円以上であるとき。 

(３) 母子家庭の母子については、母子家庭の母等（当該母子家庭の母等が、当該児童

の生計を維持しないものであるときは、その母子家庭の母等の民法第８７７条第１項

に定める扶養義務者であって、その母子家庭の母等及び児童と同居し、かつ、これら

のものの生計を維持する者）の前年の所得が児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３

８号）第９条に規定する額のうち児童扶養手当の全部が支給される額を超えるとき

（低所得者である場合には、児童扶養手当が支給停止となる額以上であるとき。）。 

(４) 父子家庭の父子については、父子家庭の父等（当該父子家庭の父等が、当該児童

の生計を維持しないものであるときは、その父子家庭の父等の民法第８７７条第１項

に定める扶養義務者であって、その父子家庭の父等及び児童と同居し、かつ、これら

のものの生計を維持する者）の前年の所得が児童扶養手当法第９条に規定する額のう

ち児童扶養手当の全部が支給される額を超えるとき（低所得者である場合には、児童

扶養手当が支給停止となる額以上であるとき。）。 

(５) 遺児については、養育者（養育者がいない場合は、当該遺児）の前年の所得が児

童扶養手当法第９条に規定する額のうち児童扶養手当の全部が支給される額を超え

るとき（低所得者である場合には、児童扶養手当が支給停止となる額以上であると
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き。）。 

(６) 高齢重度障害者については、高齢重度障害者及び配偶者並びに高齢重度障害者の

民法第８７７条第１項に定める扶養義務者で主としてその高齢重度障害者の生計を

維持する者について療養のあった月の属する年度分の地方税法の規定による市町村

民税の同法第２９２条第１項第２号に掲げる所得割の額が、２３５，０００円以上で

あるとき。 

２ 前項第２号及び第６号に規定する所得割の額を算定する場合には、前項第２号及び第

６号に掲げる者が地方税法第３１８条に規定する賦課期日において指定都市（地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市をいう。以下同じ。）

の区域内に住所を有する者であるときは、これらの者を指定都市以外の市町の区域内に

住所を有する者とみなして、所得割の額を算定するものとする。 

（申請） 

第５条 第３条に規定する福祉医療費の支給を受けようとする者は、規則の定めるところ

により市長に申請しなければならない。ただし、次条の規定により福祉医療費の支給が

あったものとみなされるときは、この限りでない。 

（支給方法の特例） 

第６条 高齢期移行者、重度障害者、乳幼児等、こども、母子家庭の母子、父子家庭の父

子、遺児及び高齢重度障害者が、規則で定める手続に従い、兵庫県内の保険医療機関等

で医療を受けた場合には、市長は、福祉医療費として当該医療を受けた者に支給すべき

額の限度において、その者（乳児保護者、幼児等保護者及びこども保護者を含む。以下

同じ。）が当該医療に関し、当該保険医療機関等に支払うべき費用を、その者に代わり

当該保険医療機関等に支払うことができる。 

２ 前項の規定による支払があったときは、当該医療を受けた者に対し、福祉医療費の支

給があったものとみなす。 

（損害賠償との調整） 

第７条 市長は、高齢期移行者、重度障害者、乳幼児等、こども、母子家庭の母子、父子

家庭の父子、遺児及び高齢重度障害者が疾病及び負傷に関し損害賠償を受けたときは、

その価額の限度において、福祉医療費の全部若しくは一部を支給せず、又は既に支給し

た福祉医療費の額に相当する金額を返還させるものとする。 

（福祉医療費の返還） 

第８条 市長は偽りその他不正の行為によって福祉医療費の支給を受けた者があると認め

たときは、その者に対し、当該支給を受けた額の全部又は一部を返還させるものとする。 

（受給権の保護） 

第９条 福祉医療費の支給を受ける権利は、譲渡し、又は担保に供してはならない。 

（委任） 

第１０条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに、合併前の福祉医療費助成条例（昭和４８年龍野市

条例第２５号）、新宮町福祉医療費助成条例（昭和４８年新宮町条例第２４号）、揖保
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川町福祉医療費助成条例（昭和４８年揖保川町条例第２７号）又は御津町福祉医療費助

成条例（平成４年御津町条例第９７号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為

は、それぞれこの条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

（市町村民税の額の算定の特例） 

３ 第４条第２号に規定する「地方税法の規定による市町村民税の同法第２９２条第１項

第２号に掲げる所得割（同法第３２８条の規定によって課する所得割を除く。以下同

じ。）の額」及び同条第６号に規定する「地方税法の規定による市町村民税の同法第２

９２条第１項第２号に掲げる所得割の額」については、当分の間、地方税法等の一部を

改正する法律（平成２２年法律第４号）による改正前の地方税法第３１４条の２第１項

第１１号を適用して算定するものとする。 

附 則（平成１８年３月２４日条例第１３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１８年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後のたつの市福祉医療費助成条例（以下「新条例」という。）の

規定は、平成１８年７月１日以後に行われた医療に対する福祉医療費の支給について適

用し、同日前に行われた医療に対する福祉医療費の支給については、なお従前の例によ

る。 

３ 平成１８年７月１日から平成２０年６月３０日までの間における老人の福祉医療費に

限り、新条例第４条第１号の規定の適用については、同号中「老人については、老人の

当該年度分の市町村民税（４月から６月までの間に受けた医療に係る福祉医療費につい

ては、前年度分の市町村民税とする。）が課されているとき」とあるのは「老人につい

ては、老人の当該年度分の市町村民税（４月から６月までの間に受けた医療に係る福祉

医療費については、前年度分の市町村民税とする。）が課されているとき（ただし、老

人が地方税法等の一部を改正する法律（平成１７年法律第５号）附則第６条第２項又は

第４項の適用を受けているときを除く。）」とする。 

附 則（平成１８年９月２９日条例第４６号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１８年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後のたつの市福祉医療費助成条例第３条第１項第１号の規定は、

平成１８年１０月１日以後に行われた医療に対する福祉医療費の支給について適用し、

同日前に行われた医療に対する福祉医療費の支給については、なお従前の例による。 

附 則（平成１９年３月２８日条例第９号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１９年４月１日から施行する。ただし、第３条第１項第２号にただ

し書を加える改正規定は、平成１９年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例（前項ただし書に規定する改正規定を除く。）による改正後の第３条第１項

の規定は、平成１９年４月１日以後に行われた医療に対する福祉医療費の支給について

適用し、同日前に行われた医療に対する福祉医療費の支給については、なお従前の例に

よる。 
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３ この条例（附則第１項ただし書に規定する改正規定に限る。）による改正後の第３条

第１項の規定は、平成１９年７月１日以後に行われた医療に対する福祉医療費の支給に

ついて適用し、同日前に行われた医療に対する福祉医療費の支給については、なお従前

の例による。 

附 則（平成２０年３月２８日条例第１４号） 

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年３月２７日条例第５号） 

改正 平成２２年３月３０日条例第６号 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２１年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に受けた医療に係る福祉医療費の

支給については、この条例による改正後のたつの市福祉医療費助成条例（以下「新条例」

という。）の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

（助成の特例） 

３ 老人が、施行日から平成２３年６月３０日までの間に、医療保険各法の規定による医

療を受けた場合には、新条例第４条第１号の規定の適用については、同号中「市町村民

税世帯非課税者でないとき、又は療養のあった月の属する年の前年中の公的年金等の収

入金額及び療養のあった月の属する年の前年の合計所得金額の合計額が、８０万円を超

えるとき」とあるのは、「市町村民税世帯非課税者でないとき」とする。 

４ この条例による改正前のたつの市福祉医療費助成条例（以下「旧条例」という。）の

規定による重度障害者の福祉医療費の支給対象者の要件に該当する者（新条例の規定に

よる当該福祉医療費の支給の資格を有する者を除く。）が、施行日から平成２３年６月

３０日までの間に医療保険各法の規定による医療を受けた場合は、新条例第４条第２号

の規定にかかわらず、当該重度障害者に対して、当該福祉医療費を支給するものとする。

この場合において、新条例第３条第１項第３号の規定の適用については、同号ア中「６

００円」とあるのは「９００円」と、同号イ中「２，４００円」とあるのは「３，６０

０円」とする。 

５ 旧条例の規定による幼児等の福祉医療費の支給対象者の要件に該当する者（新条例の

規定による当該福祉医療費の支給の資格を有する者を除く。）が、施行日から平成２３

年６月３０日までの間に医療保険各法の規定による医療を受けた場合は、新条例第４条

第３号の規定にかかわらず、当該幼児等の保護者に対して、当該福祉医療費を支給する

ものとする。この場合において、たつの市福祉医療費助成条例等の一部を改正する条例

（平成２２年条例第６号）第１条の規定による改正後のたつの市福祉医療費助成条例第

３条第１項第２号の規定の適用については、同号中「８００円」とあるのは、「１，２

００円」とする。 

６ 旧条例の規定による高齢重度障害者の福祉医療費の支給対象者の要件に該当する者

（新条例の規定による当該福祉医療費の支給の資格を有する者を除く。）が、施行日か

ら平成２３年６月３０日までの間に高齢者の医療の確保に関する法律の規定による医

療を受けた場合は、新条例第４条第７号の規定にかかわらず、当該高齢重度障害者に対

して、当該福祉医療費を支給するものとする。この場合において、新条例第３条第１項

第５号の規定の適用については、同号ア中「６００円」とあるのは「９００円」と、同
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号イ中「２，４００円」とあるのは「３，６００円」とする。 

附 則（平成２１年１２月２５日条例第２５号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後のたつの市福祉医療費助成条例（以下「新条

例」という。）第２条第１７号の規定は、平成２０年４月１日以後に行われた医療に係る

福祉医療費の算定（新条例に定める後期高齢者医療の一部負担金に係るものに限る。）か

ら適用する。 

附 則（平成２２年３月３０日条例第６号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。ただし、第１条中たつの市福祉医療

費助成条例第４条第２号の改正規定は、平成２２年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後のたつの市福祉医療費助成条例の規定及び第２条の規定に

よる改正後のたつの市福祉医療費助成条例の一部を改正する条例の規定は、この条例の

施行の日以後に行われる医療に対する福祉医療費の支給について適用し、同日前に行わ

れた医療に対する福祉医療費の支給については、なお従前の例による。 

附 則（平成２３年３月２９日条例第４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２３年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後のたつの市福祉医療費助成条例の規定は、平成２３年７月１日

以後に行われた医療に対する福祉医療費の支給について適用し、同日前に行われた医療

に対する福祉医療費の支給については、なお従前の例による。 

附 則（平成２４年６月２９日条例第１９号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２４年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後のたつの市福祉医療費助成条例の規定は、平成２４年７月１日

以後に行われた医療に対する福祉医療費の支給について適用し、同日前に行われた医療

に対する福祉医療費の支給については、なお従前の例による。 

附 則（平成２６年３月２７日条例第５号） 

改正 平成２９年３月２８日条例第４号 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後のたつの市福祉医療費助成条例の規定は、この条例の施行の日

（以下「施行日」という。）以後に行われた医療に対する福祉医療費の支給について適

用し、同日前に行われた医療に対する福祉医療費の支給については、なお従前の例によ

る。 

（助成の特例） 

３ 高齢期移行者の福祉医療費の支給要件に該当する者のうち、施行日の前日において６

５歳以上であるものが、施行日から平成３１年６月３０日までの間に医療保険各法の規

定による医療を受けた場合における福祉医療費の支給については、なお従前の例による。 
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附 則（平成２６年９月２９日条例第２３号） 

この条例は、平成２６年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２６年１２月２６日条例第３１号） 

この条例は、平成２７年１月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月２８日条例第４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後のたつの市福祉医療費助成条例の規定は、この条例の施行の日

以後に行われた医療に対する福祉医療費の支給について適用し、同日前に行われた医療

に対する福祉医療費の支給については、なお従前の例による。 

３ 昭和２４年７月１日から昭和２７年６月３０日までに生まれた者にあっては、第４条

第１号イの改正規定は、適用しない。 

（たつの市福祉医療費助成条例の一部を改正する条例の一部改正） 

４ たつの市福祉医療費助成条例の一部を改正する条例（平成２６年条例第５号）の一部

を次のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成３０年１０月５日条例第２３号） 

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後のたつの市福祉医療費助成条

例第４条第２項の規定は、平成３０年７月１日から適用する。 

附 則（平成３０年１２月２１日条例第３０号） 

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後のたつの市福祉医療費助成条

例の規定は、平成３０年９月１日から適用する。 

附 則（令和２年３月２５日条例第４号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年３月２６日条例第３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後のたつの市福祉医療費助成条例の規定は、この条例の施行の日

以後に行われた医療に対する福祉医療費について適用し、同日前に行われた医療に対す

る福祉医療費の支給については、なお従前の例による。 

 


